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（四代目の国王ジグミ・シンゲ・ワンチュク）が 1976 年 12 月にスリランカで開催され
た第 5 回非同盟諸国会議の記者会見席上に述べた「Gross National Happiness is more 



























































第 1 項 持続可能な観光開発 
持続可能性は、地域における政策主体が「持続可能な開発」7）を行なうことによって
実現される。ここでの「持続可能な開発」とは、環境と開発に関する世界委員会[1987, 
pp.28-29]が 1987年に発表した報告書『地球の未来を守るために（Our common future）』
の中で初めて使用した概念である。同報告書によれば、持続可能な開発とは、「将来世
代のニーズを損なうことなく現在の世代のニーズを満たすこと 8）」である。その後、「持
続可能な開発」についての定義は、1992 年の地球サミット 9）および 2002 年のヨハネス














図 1 持続可能性のモデル 
 





































































































る。劉[2008, p.41]によれば、簡単に言えば、「台湾意識」という言葉は 1970 年代にお
ける「台湾郷土文学」の隆盛によって現れた。1950 年代から 1960 年代にかけて、台湾
はアメリカの支援によって社会の再建が行なわれていた。当時の台湾社会はアメリカ軍
によって持ち込まれた欧米文化の影響の受け、欧米の文化を描写する「現代文学」が現
























































Riley と van Doren, Carlton S. [1992] である。それによって、1990 年代後半から、







年 7 月から 2005 年 7 月までの一年間、『冬のソナタ 12）』の撮影地を訪問した日本人観














































































































行なわれるようになったのは 1990 年代後半である。例えば、澎湖県の吉貝島 14） 、台
北県の関渡 15）、台東の緑島や蘭嶼などでは、シーズンになるとイルカ観賞な
ど自然を楽しむ観光客が多く訪れる。エコツーリズムに関する概念、促進策など
を課題とする研究も 1990 年代から現れた（楊[1992]、宋[1995b, pp.43-54]、王[1998, 





2001 年 3 月 31 日に「台湾生態旅遊協會（エコツーリズム協会）」が設立され


























































第 3 節 本論文の結論と構成 
























































































                                                 
1）映画やドラマによる観光効果（media-induced tourism/ film-induced tourism/ 
movie-induced tourism）や、小説、アニメによる観光効果などがある。 






らない。2000 年には 1 日 1 人 250 ドルの経費で、年間 7,500 人しか受け入れていない
と定めている（L.マストニー[2002]）。 
4）世界観光機関（WTO）の統計データによると、1990 年における国際観光客は 4 億 3,900
万人、2000 年は 6 億 8,700 万人（対 1990 年比 56.5％増）であった。そして、2010 年
は 10億 6400万人（対 2000年比 54.9％増）、2020年 15億 6,110万人（対 2010年比 46.7％
増）の国際観光客が予測されている。 
5）「ウェルカムプラン 21」において、2005 年までに外国人観光客を 700 万人誘致する
ことが目標である。 




8）sustainable development: "development that meets the needs of the present 
without compromising the ability of future generations to meet their own needs." 
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9）The Earth Summit：1992 年に、ブラジルのリオ・デ・ジャネイロで開催された国際
首脳会議である。同会議では、地球の環境と開発をテーマとし、21 世紀に向けた行動
計画「アジェンダ 21」を採択した。 
10）2002 年に南アフリカのヨハネスブルクで開催された国連会議であり、第 2 回の地
球サミットという位置付けで開催され、「アジェンダ 21」の成果を検証することを会議
の目的の 1 つとする。 




台湾社会の「白色テロ時期」と称している（柏 [1998] p.38-39, 葉[1999]）。 
12）日本では 2003 年に第 1 回を放送した。ロケ地は韓国の南怡島、春川などである。 
13）日本文化に熱中する人々の総称。 
14）澎湖県の吉貝島に、大規模な梁漁やアジア有数の海鳥が生息する場所がある。 
15）毎年 3 月－4 月にクロツラヘラサギが数多く現れる。 
16）国際記念物遺跡会議（ ICOMOS）副委員長西村幸夫（現委員長）、日本イコモ
























観光の戦後から 2000 年代までの発展について整理する。第 1 節ではまず、国連世界









第 1 節 世界の国際観光の動向 
第 1 項 国際観光客数 
国連世界観光機関（UNWTO） 1）の統計データ（表 1）によると、世界の国際観光の
経済規模は年々増大している（財団法人アジア太平洋観光交流センター[2007]）。
1960 年における国際観光客数は 2,530 万人だったのが、2010 年は 10 億 3,560 万人
となっている。そして、2020 年には、15 億 6,110 万人と、2010 年に比べて 50.7％
の増加が予測されている。また、表 1 によると、国際観光客数の 10 年毎の対前期伸
び率は、1980 年代と 1990 年代の 10%近い水平と比べ、2010 年以降は減速し、50％弱
27 
 
となった。また、2010 年の国際観光客数の実績値は 2000 年時点で予測された 10 億
640 万人よりも 2,840 万人多い。このことからみて、2020 年の国際観光客数も予測
された数値を超過すると考えられる。  
 














  十億米ﾄﾞﾙ ％ ％ 百万人 ％ ％ 




1960 6.9 - 228.6 69.3 - 173.9 
1970 11.6 - 68.1 112.9 - 62.9 
1980 40.7 - 250.9 222.3 - 96.9 
1990 263.9 29.7 548.4 436.1 14.1 96.2 




































2000 477.0  4.2 80.8 696.8 4.9 71.3 




































2010 1210.5  30.4 153.8 1035.6 5.4 48.6 
2010 年予測値  1006.4 
  
















は 2001 年時点ですでに米州を抜いて 2 位を立っている。ヨーロッパのシェアが後退
する一方で、今後アジア・大洋州地域のシェアにおける国際観光客のさらなる成長
が期待されている（財団法人アジア太平洋観光交流センター [2011]） 2）。 
 
第 2 項 国際観光収入 
国際観光収入に用いるデータは 121 カ国・地域である。アジア・大洋州地域の成




200 億米ドル以上の国際観光収入を上げた。特に、中国は 2009 年にイタリアとイギ
リスを抜いて上位 5 位内へと上昇した。 
 




2000 年代に入ると、中国と香港に代表されるように、国際観光収入を 200 億米ド
ル以上獲得しているアジアの諸国・地域が目立った成長を遂げた。例えば、トルコ




かである 3）。図 7 が示すように、中国、香港、タイを除いて、アジア大洋州地域の
国・地域のほとんどは国際観光収入が 200 億米ドル以下であり、台湾もその 1 つで
ある。表 2 によれば、本研究で用いられるデータが完全な 121 カ国・地域の中で、





















表 2 アジア太平洋地域の国際観光収入年平均成長率ランキング 
亜太における順位 世界順位 国・地域 年平均成長率(%) 
1 10 Bhutan 21.1 
2 16 Kazakhstan 17.0 
3 17 Lao PDR 16.3 
4 19 Macao 16.0 
5 26 Myanmar 13.9 
6 29 Philippines 13.0 
7 33 Turkey 12.5 
8 39 Hong Kong 11.6 
9 44 India 10.6 
10 46 Malaysia 10.5 
11 48 China 10.4 
12 55 Taiwan 9.2 
13 60 Thailand 8.9 
14 63 Japan 8.4 
15 68 Indonesia 7.9 
16 71 Nepal 7.5 
17 72 Australia 7.3 
18 74 Korea Rep. 7.0 
出所：国連世界観光機関(ＵＮＷＴＯ)のデータに基づき、筆者が作成。  
 
第 3 項 国際観光の収支バランス 






そのなかで、特に注目したいのはドイツである。ドイツは 1995 年から 2003 まで
は 600 億米ドル台を維持していたが、2004 年からはアメリカと同じ 800 億米ドル台
の国際観光支出を計上し、その後成長し続けている。これは同国が 500 億米ドル以
下に維持している国際観光収入より 300 億米ドル以上も超過している。ドイツの年




目立つのはカナダ（収入 142 億米ドル、支出 211 億米ドル）、日本（収入 98 億米ド
ル、支出 399 億米ドル）、ロシア（収入 81 億米ドル、支出 161 億米ドル）、ブラジ
ル（収入 32 億米ドル、支出 39 億米ドル）、ベルギー（収入 96 億米ドル、支出 145























表 3 収支バランス上位 20 位と下位 20 位 
 
年平均収入 年平均支出 収支バランス 順位 
United States 124,689.1 92,279.2 32,409.9 1 
Spain 45,629.1 14,331.6 31,297.5 2 
France 47,322.5 34,110.0 13,212.5 3 
Turkey 15,197.5 3,054.9 12,142.6 4 
Italy 35,693.2 24,881.1 10,812.1 5 
Thailand 13,697.3 4,700.1 8,997.2 6 
Greece 10,926.5 3,031.1 7,895.3 7 
Malaysia 10,012.8 4,257.5 5,755.3 8 
Austria 16,257.0 10,512.4 5,744.6 9 
Portugal 8,697.8 3,493.0 5,204.8 10 
Egypt  6,802.2 1,871.6 4,930.6 11 
Australia  18,892.3 13,985.1 4,907.3 12 
Morocco  4,669.1 956.2 3,712.9 13 
Mexico  10,786.4 7,349.5 3,436.9 14 
Czech Republic  5,838.6 2,684.9 3,153.7 15 
China  26,965.3 23,876.8 3,088.5 16 
Hungary  4,440.9 2,281.7 2,159.2 17 
Tunisia  2,544.7 395.7 2,149.0 18 
Switzerland  12,068.0 9,930.0 2,138.0 19 
South Africa  6,277.0 4,193.3 2,083.7 20 
Côte d'Ivoire  105.3 468.8 -363.5 80 
Pakistan  725.3 1,167.5 -442.1 81 
Finland  3,047.0 3,497.4 -450.4 82 
Hong Kong 12,989.6 13,793.8 -804.2 83 
Venezuela RB  740.2 1,864.8 -1,124.6 84 
Argentina  3,518.7 4,665.8 -1,147.1 85 
Netherlands  14,930.5 16,237.4 -1,306.9 86 
Taiwan 4,697.7 7,285.5 -2,587.9 87 
Sweden  7,808.5 10,799.1 -2,990.5 88 
Iran Islamic Rep.  1,563.4 4,845.0 -3,281.6 89 
Brazil  3,257.0 7,198.7 -3,941.7 90 
Kuwait  437.1 4,587.1 -4,150.0 91 
Korea Rep.  9,015.9 13,205.9 -4,190.0 92 
Norway  3,664.3 8,608.8 -4,944.5 93 
Belgium  9,624.4 14,570.7 -4,946.3 94 
Canada  14,153.7 21,053.0 -6,899.3 95 
Russian Federation  8,065.4 16,098.2 -8,032.8 96 
United Kingdom  35,397.8 58,066.1 -22,668.3 97 
Japan  9,871.8 39,909.7 -30,037.9 98 














第 2 節 台湾の国際観光の国際的位置づけと潮流 
本節では、前節で分析した結果を踏まえ、台湾の国際観光が国際的にどのように
位置づけられるのかを確認する。また、これらの国際観光に関する数値に影響をも
たらした最近 1956 年から 2010 年までのおよそ 60 年間における外国人の訪台観光の
流れについて概観する。 
第 1 項 台湾の国際観光の国際的位置づけ 
台湾は多くのアジアの国・地域と同じく、200 億米ドル以下の国際収入を獲得して
いる。図 8 によれば、1980 年代後半と 2000 年代前半の 2 つの時期を除き、台湾の国
際観光収入は基本的に世界全体の国際観光収入に牽引され、共に成長してきた。台




















1995 年時点で台湾の国際観光収入の世界ランキングは 30 位であった。図 9 によれ
ば、2003 年のSARS 4）による影響で世界ランキングが大幅に後退し、2007 年には 39
位まで落ちたが、政府による一連のプロモーションイベントによって、2010 年には
漸く 28 位に戻った。しかし、アジア・大洋州地域の 35 カ国・地域に絞って見れば、
その順位は後半の 22 位にある。また、年平均国際観光収入の世界順位 32 位に対し
て、台湾の年平均国際観光支出の世界順位は 28 位にあり、収支バランスの平均はマ
イナス 26 億米ドル、下位 13 位にある。台湾は国際観光の部門において深刻な貿易
赤字に陥っている。表 4 によれば、2010 年まで台湾の国際観光収支は赤字の状態が
続いており、世界主要国際観光 50 か国・地域の中で、台湾の国際観光収支は長い間





図 10 が示すように、1979 年に台湾人の海外旅行規制緩和が実施されて以来、出国者












表 4 台湾歴年の国際観光収支 









1996    3,636 6,493 -2,857 7   
1997    3,402 5,670 -2,268 8   
1998    3,372 5,050 -1,678 10   
1999    3,571 5,635 -2,064 7   
2000 161,127 148,999 12,128 3,738 6,500 -2,762 9 2.3% 4.4% 
2001 137,232 118,910 18,322 4,335 5,050 -715 6 3.2% 4.3% 
2002 142,489 122,209 20,279 4,584 5,635 -1,051 5 3.2% 4.6% 
2003 163,153 145,324 17,829 2,976 6,379 -3,403 9 1.8% 4.4% 
2004 204,056 193,304 10,752 4,053 6,480 -2,427 10 2.0% 3.4% 
2005 211,899 210,544 1,355 4,977 8,170 -3,193 9 2.4% 3.9% 
2006 222,924 218,159 4,764 5,136 8,682 -3,546 12 2.3% 4.0% 
2007 253,030 233,607 19,423 5,214 9,100 -3,886 11 2.1% 3.9% 
2008 277,102 270,460 6,643 5,936 13,139 -7,203 14 2.1% 4.9% 
2009 214,373 190,874 23,499 8,719 11,164 -2,445 22 4.1% 5.9% 


















(1) 戦後～1960 年代 
前述の表 1 によれば、1960 年代の 10 年間における国際観光客は 1.5 倍以上に成長
した。台湾の 1969 年における国際観光客は 37 万 1,473 人、1960 年の 2 万 3,636 人
に比べて 14.7 倍以上成長した。しかし、この好影響は地域的な格差を伴った。アジ
ア地域では第二次世界大戦（1939 年～1945 年）後、インドネシア独立戦争（1945
年～1949 年）（Kahin[1952]）、中国の第二次国共内戦（1945 年～1950 年）（GUI[2007]）、







往復の中継地として選定され、1965年 11月 25日に米台間は「米軍訪台療養計画（Rest 

































（2） 1970 年代～1980 年代 
1970 年代、国際の定期航空路線にジャンボジェット機が導入され、旅客の輸送が
さらに大量で高速となった（石森・山村[2009],p.5）。台湾の 1979 年の国際観光客




その周辺諸国にも観光の経済効果を及ぼし、1970 年の欧州からの訪台観光客は 1 万
9,684 人（対前年比 30.8％増）、米州から 47 万 2,452 人（対前年比 29.0％増）、ア
ジア・大洋州からは 3 万 7,087 人（対前年比 57.6％増）と大きく増加した。 
1971 年は大阪万博開催年の大幅増の反動で、欧州からの訪台観光客は 0.7％減、












ス成長は 1976 年である。1976 年にフィリピンのミンダナオ島沖でマグニチュード
7.8 の大地震が起き、死者約 6,000 人を出した。これにより、フィリピンからの訪台
43 
 










年の 1,471.6%増と 1979 年の 183.7%増といった高度成長に対して、1989 年の訪台観
















年代の水準に戻らなかった。1980 年代のピークである 1989 年の日本人観光客は 96
万 2,179 人に対して、1990 年代のピークである 1995 年は 91 万 1,563 人、5.3％減と
なった。 
これに対し、台湾政府は 1990 年代初期から始まった国際観光客の減少を食い止め













観光局[1999]）。しかし、同年後半の 9 月 21 日に、集集大震災 12）が発生したことに
よって、1999 年の実績は 4.9%増に留まった。同年の実質観光収入（3,571 百万米ド


















2002 年に、台湾政府はさらに、香港を対象にビザ・オン・アライバル（Visa on Arrival）
制度を実施した。また、2003 年には従来の宣伝イベントに加えて、日本で台湾のイ
メージキャラクター「ミスター・アチャ（阿茶先生）」による宣伝を強化した。 
アメリカ同時多発テロ事件の衝撃は、2002 年後半から徐々に回復する。図 10 によ
れば、2000 年から 2002 年の訪台観光客は 3 年連続で成長した。これによって、台湾
のインバウンド市場の景気は 1990年代の通貨危機や集集大震災から回復を迎えてい





市場は安定した成長が続いていたが、2008 年の 9 月に勃発した世界的金融危機（リ
ーマン・ショック）の影響で、一時的危機が訪れたと見られたのだが、中国大陸か





の悪影響は 2009 年の後半から回復したと見られる。2009 年の訪台観光客は対 1990
















                                                 
1）国連世界観光機関：前身は 1925 年に設立された「公的旅行期間国際連盟（IUOTO）」
である。後の 1975 年に「世界観光機関（WTO）」に改編。2003 年さらに国際連合の専
門機関となり、世界貿易機関（WTO）と混同されないように、2005 年に「国連世界観
光機関（UNWTO）」に改名。 
2）アジア・太平洋地域は 2020 年には国際観光客の 25％を占め、米州は 1995 年の
19％から 2020 年には 18％に減少すると予測されている。 
3）本論文が論じる各国の地域分類は国際連合が発表した「Geographical region and 
composition」に基づいたものである。 
4）SARS（Severe Acute Respiratory Syndrome／重症急性呼吸器症候群）：2002 年
11 月から主に中国東南部に感染が広まった。その後、台湾、カナダ、シンガポール
などで感染が広域に拡大したが、台湾は翌年 7 月 5 日付に、ＷＨＯによって SARS 感
染地域指定を解除された。合計死者 84 人。（世界保健機関 WHO『Severe Acute 




6）1956 年の国民所得は 1940 年（第二次世界大戦前の最高水準）と同じレベルに達
した。 







                                                                                                                                               
8）1989 年に韓国では海外旅行が全面的に自由化された。 
9）台湾人に対する中国観光の規制緩和は 1985 年に実施された。 
10）1995 年 3 月 20 日に発生した地下鉄駅構内毒物使用多数殺人事件。 
11）1995 年 11 月 7 日午前 5 時 46 分 52 秒に兵庫県南部で発生したマグニチュード
7.3 の地震、死者 6,434 人、行方不明者 3 人、負傷者 43,792 人（兵庫県ホームペー
ジ「阪神・淡路大震災の被害確定について」）。 
12）1999 年 9 月 21 日に台湾の中部で発生したマグニチュード 7.6 の地震、死者 2500
人超、行方不明者 33 人、負傷者 8543 人（交通部觀光局[2008]）。 
13）台湾は 1979 年に台湾人の海外旅行に関する規制緩和を実施、2008 年より中国人
観光客を受け入れ開始。 
14）アメリカは 2009 年に（中国 22.1％、アメリカ 9.0％）、日本は 2010 年に中国





























































か 21 分の 1 であり、また、李と陳[2001,p.258]が家計と観光との関係について研究
した結果によると、家計単位の国内旅行支出額は海外旅行支出額よりはるかに低い
1）。この結果から、台湾人が国内観光より海外観光を選ぶ理由は、決して費用が高
いからとは言い切れない。実際、『國人旅遊狀況調查』から 1997 年から 2008 年の台
湾人の旅行支出を観察すると、毎年 1 人当たりの国内旅行支出の対海外旅行支出は
























2001]は、1950 年代以降から 1990 年代までの台湾観光に関する政策、行政および規
制を系統的にまとめている。楊は、同研究の中で、50 年代を萌芽期、60 年代を成長










研究は 90 年代までのものしかなく、本章では 1990 年代以降 2000 年代にまで対象時
期を延長することをめざす。そのことによって、台湾観光史の時期区分の再検討も
可能になると考える。一方、戦前の日本統治時代における観光発展の歴史を取り入












第 3 節 台湾における文化資産について 
第 1 項 文化資産の分布 
台湾における文化資産に関する政府の保護は、1980 年代の初期に始まった。1982
年 5 月 26 日に「文化資産保存法」が施行され、これに伴い、政府は台湾の歴史学、
考古学、建築学などの分野の学者や専門家に要請し、台湾における文化資産を対象
とした鑑定作業を開始した（黄[1988, pp.42-47]）。1983 年 12 月 28 日に最初の「第
一級古跡（現在の国定古跡）」に定められたのは、台北県の淡水紅毛城をはじめ、澎
湖県の天后宮や台南県の孔子廟などといった 14 カ所である。 
それから 2010 年 7 月 31 日までに、計 1,920 件の文化資産が登録された。そのう
ち、表 5 に示すように、本章の研究対象となる「歴史的建造物」が、1,617 件ある 3）
。歴史的建造物の内訳は、「古跡・歴史建築」が 1,557 件、「集落」が 4 件、「遺跡」
が 36 件、「文化景観」が 19 件となっている。その多くは、台北市（239 件）、金門
県（189 件）、台南市（121 件）、宜蘭県（97 件）、彰化県（93 件）に存在している。







「古跡・歴史建築」は計 98 件あり、表 6 に示すように、その多くは金門県（34 件）
と台南市（30 件）に存在している。 
 
表 5 1983 年～2009 年の台湾における文化資産登録数の推移（単位：件） 
 
歴史的建造物 民俗 伝統芸術 古物 文献 合計 
1983 年 14 0 0 0 0 14 
1984 年 0 0 0 0 0 0 
1985 年 189 0 0 0 0 189 
1986 年 0 0 0 0 0 0 
1987 年 4 0 0 0 0 4 
1988 年 20 0 0 0 0 20 
1989 年 1 0 0 0 0 1 
1990 年 0 0 0 0 0 0 
1991 年 14 0 0 0 0 14 
1992 年 6 0 0 0 0 6 
1993 年 5 0 0 0 0 5 
1994 年 2 0 0 0 0 2 
1995 年 3 0 0 0 0 3 
1996 年 2 0 0 0 0 2 
1997 年 10 0 0 0 0 10 
1998 年 76 0 0 0 0 76 
1999 年 37 0 0 0 0 37 
2000 年 31 0 0 0 0 31 
2001 年 48 0 0 0 0 48 
2002 年 117 0 0 0 0 117 
2003 年 264 0 0 0 0 264 
2004 年 188 0 0 0 0 188 
2005 年 112 0 0 0 0 112 
2006 年 162 4 3 0 0 169 
2007 年 142 6 10 9 0 167 
2008 年 71 21 22 67 1 182 
2009 年 65 20 26 83 12 206 
2010 年 34 4 12 3 0 53 
合計 1,617 55 73 162 13 1,920 
構成比(%) 84.2 2.9 3.8 8.4 0.7 100 
注）2010 年 07 月 31 日現在。 
出所：中華民国行政院文化建設委員会文化資産総管理処籌備處のサイトより作成。






















注）2010 年 07 月 31 日現在。 
出所：中華民国行政院文化建設委員会文化資産総管理処籌備處のサイトより作成。










表 6 台湾における古跡・歴史建築の時代分布 
（単位：件） 
 











台北市 1 1 37 153 40 232 
高雄市 0 1 13 19 9 42 
台北県 0 1 35 37 4 77 
宜蘭県 2 0 13 60 19 94 
桃園県 0 0 36 19 11 66 
新竹県 2 0 22 15 7 46 
苗栗県 1 1 4 19 3 28 
台中県 2 0 11 6 18 37 
彰化県 1 1 48 35 6 91 
南投県 0 0 19 11 11 41 
雲林県 0 0 9 26 9 44 
嘉義県 0 0 9 15 1 25 
台南県 1 2 17 21 13 54 
高雄県 1 1 14 23 1 40 
屏東県 2 1 18 23 3 47 
台東県 0 0 3 29 12 44 
花蓮県 1 0 0 30 12 43 
澎湖県 3 3 18 12 6 42 
基隆市 2 0 11 20 2 35 
新竹市 0 1 14 11 2 28 
台中市 0 1 8 47 6 62 
嘉義市 0 1 6 19 2 28 
台南市 6 24 38 49 3 120 
金門県 21 13 75 50 30 189 
連江県 0 0 2 0 0 2 
合計 46 52 480 749 230 1,557 
構成比(%) 3.0 3.3 30.8 48.1 14.8 100 
注）2010 年 7 月 31 日現在。 
出所：中華民国行政院文化建設委員会文化資産総管理処籌備處のサイトより作成。 
http://www.cca.gov.tw/main.do?method=find&checkIn=1、2010 年 7 月 31 日閲覧。  
 
第 2 項 文化資産の人文観光資源としての利用状況 
続いて、台湾における文化資産が観光資源として利用されている現状を見てみよ











されている 1,617 件の歴史的建造物のうち、公有の件数は 988 件あり、半数以上に
達している。しかし、それらが観光局の観光スポット統計リストに現れている件数




また、表 5 によれば、「国内旅遊発展方案」が実施された 2001 年から 2010 年 7
月 31 日にかけての 10 年間に、文化資産リストに登録された文化資産の件数は 1,506
件である。これは全体の 1,920 件の 8 割近く占めている。他方で、第 2 回目の文化
資産の鑑定作業が終了した翌年の 1986 年から「国内旅遊発展方案」が実施された前
年の 2000 年までの 15 年間に文化資産の鑑定作業によって登録された文化遺産は僅








表 7 台湾における各類型観光地の観光客受入者数（単位：百万人） 
 














国家風景区 26.9 17.9 26.2 17.2 29.2 17.6 
国家公園 12.52 8.3 12.1 0.9 16. 3 10.2 
公營観光区 45.8 30.5 44.4 29.2 45.4 27.4 
縣級風景特区 6.9 4.6 8.6 5.7 9.4 5.7 
森林遊楽区 3.8 2.5 3.9 2.6 0.7 2.8 
海水浴場 9 .1 6.1 9.3 6.1 11.0 6 .7 
民營観光区 12.6 8.4 13.2 8.7 14.3 8.6 
古跡、歴史建物 24.0 16.0 27.4 18.0 27.1 1 .4 
其他 8.6 5.7 7.0 4.6 7.7 4.7 
合計 150.2 100.0 152.0 100.0 165.8 100.0 
 
 










国家風景区 26.8 16.2 26.8 16.4 
国家公園 14.8 9.0 15 .3 9.4 
公營観光区 49.4 29.9 46.2 28.2 
縣級風景特区 9.2 5.6 9. 9 6 0.5 
森林遊楽区 4.7 2.8 4.5 2.7 
海水浴場 11.1 6.7 11.0 6.7 
民營観光区 12.4 7.5 11.7 7.2 
古跡、歴史建物 28.4 17.2 29 .4 18.0 
其他 8.3 5.0 8.7 5.3 
合計 165.0 100.0 163.4 100.0 






















表 8 台湾の人文観光スポット観光客受入者数 
（単位：万人） 
人文観光スポット 所在 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 
1.民俗村 金門県 0.4 8.1 9.0 7.8 6.9 
2.清水祖師廟 臺北県 1.2 0.9 1.0 1.0 1.4 
3.林安泰古厝民俗文物館 臺北市 13.7 14.1 11 .4 15.4 18.5 
4.北投溫泉博物館 臺北市 13 .7 15.1 18.2 4.9 21.4 
5.龍山寺 臺北市 67 .2 178.3 235.9 2 2.8 181.6 
6.臺北故事館 臺北市 - 11.1 11.2 8.6 8.7 
7.淡水紅毛城 臺北県 4.7 6.8 32.0 4.0 33.8 
8.林本源園邸 臺北県 9.6 10.5 0.7 11.8 12.7 
9.滬尾砲臺 臺北県 1.1 8.0 0.2 5.4 4.3 
10.前清淡水關稅務司官邸 臺北県 - 2.0 5.1 4.3 5. 3 
11.萬和宮 臺中市 23.0 27.8 27.8 29.0 3 .7 
12.中臺禪寺 南投県 53.2 6 .8 103.3 85.4 79.6 
13.北港朝天宮 雲林県 585.3 561.6 563.6 568.6 611.9 
14.佛光山 高雄県 84.2 139.2 169.5 100.2 106 .7 
15.北埔遊憩区 新竹県 - - - 105.9 100.3 
16.鹿港龍山寺 彰化県 38.4 34.7 31.1 41.7 42.5 
17.彰化孔子廟 彰化県 56.0 9.9 5.1 3. 5 3.3 
18.延平郡王祠 臺南市 44 .4 44.6 36.2 45.6 5.8 
19.赤嵌樓 臺南市 6.6 9.8 8.7 8.8 13.0 
20.億載金城 臺南市 42.4 50.1 53.4 63.1 8.8 
21.臺南孔子廟 臺南市 24.2 23.0 24.0 29.6 28.7 
22.祀典武廟 臺南市 32.7 25.1 20. 5 19.4 21.3 
23.五妃廟 臺南市 22.2 23.3 25.7 30.6 34 .6 
24.大天后宮 臺南市 2. 5 2.8 2.5 2.5 3.4 
25.安平古堡 臺南市 23.5 27.1 29.5 35.3 40.2 
26.四草砲臺 臺南市 46.4 51.1 53.2 66.2 63.3 
27.南鯤鯓代天府 臺南県 - - 1.1 1.3 1.3 
28.麻豆代天府 臺南県 841. 4 1,072.8 903.9 1,009.2 1,083.5 
































第 1 項 台湾政府の観光政策及び行政に関する歴史的展開 
台湾の観光は日本統治時代から発展してきた。そこで、本項では、日本統治時代













































































処は 2 年後の 1956 年に台湾省観光事業委員会を政府組織の中に立ち上げ、「台湾観
光事業発展計画」を策定した(交通部觀光事業委員會[1969, p.12])。 
台湾においてさらに具体的な観光政策が政府によって定められたのは 1960 年代
のことである。 1961 年に「国家公園法」の制定が着手され始めた (陳他 [2008, 
p.951]) 9）。1968 年に、交通部が日本の観光事業協会から 7 人の専門家を招聘し、
台湾の観光事業の発展計画に関する意見交換を行なった。その後、「観光事業発展強
化方案概要」を制定し、「発展観光条例」を 1969 年から実施し始めた。同条例に基








湾観光のプロモーションに力を注ぎ始めた時期である。1956 年 11 月に設立された
台湾省観光事業委員会は、その後に何度かの改組や合併が行なわれ、1971 年の 6 月
に現在の組織の中華民国交通部観光局として確立された。当初、アメリカと日本か
らの訪台観光客が最も多かったため、1970 年 4 月にサンフランシスコ弁事処の観光
チーム（台北經濟文化辦事處觀光組）と同年 6 月に東京弁事処の台 灣 觀 光 協 會 日
本 東 京 事 務 所 が、海外に対する台湾観光の最初のプロモーション拠点として設立
された。その後は主にアメリカとヨーロッパ、アジアでは日本を中心に、国際観光
客の誘致活動を行ってきた。1970 年代に、フランクフルト弁事処（駐 德 國 台 北 觀
光 辦 事 處 、 1971 年 7 月）、ニューヨーク弁事処（駐 紐 約 台 北 經 濟 文 化 辦 事 處
觀 光 組 、 1978 年 4 月）、シンガポール弁事処（台 灣 觀 光 協 會 新 加 坡 辦 事 處 、
1978 年 7 月）が設立された。続いて、1980 年代にシドニー弁事処（1982 年 4 月）
が設立された。香港弁事処（台 灣 觀 光 協 會 有 限 公 司 、 1995 年 11 月）、大阪弁事
処（台 灣 觀 光 協 會 日 本 大 阪 事 務 所 、1999 年 5 月）の設立は 1990 年代のことで
ある。2007 年 10 月に設立されたマレーシアのクアラルンプールオフィス（ 台 灣 觀
光 協 會 吉 隆 坡 辦 事 處 ） は 、 東 南 ア ジ ア で 初 め て 設 立 さ れ た 。  
台湾では、自然観光資源の保護に取り組み始めたのは 1961 年に着手した「国家
公園法」の制定である。同法の実施は制定開始からの 11 年後の 1972 年である。し
かし、本格的にその管理に力を注ぎ始めたのは 1980 年代以降のことである。1984
年に墾丁国家公園が台湾における最初の国家公園として誕生した。その後、表 9 に













表 9 台湾における国家公園及び国家風景区 
国家公園 設立時期 国家風景区 設立時期 
墾 丁國家公 園  1984 年 1 月  東北角 暨宜蘭 1984 年 
玉 山國家公 園  1985 年 4 月  東部海岸國家風景區 1988 年 
陽 明山國家 公園  1985 年 9 月  澎湖國家風景區 1992 年 
太 魯閣國家 公園  1986 年 11 月  大鵬灣國家風景區 1997 年 
雪 霸國家公 園  1992 年 7 月  花東縱谷國家風景區 1997 年 
金 門國家公 園  1995 年 10 月  馬祖國家風景區 1999 年 
東 沙環礁國 家公園  2007 年 1 月  日月潭國家風景區 2000 年 
海 洋國家公 園  2007 年 10 月  参山國家風景區 2000 年 
台 江國家公 園  2009 年 10 月  阿里山國家風景區 2001 年 
  茂林國家風景區 2001 年 
  北海岸及觀音山國家風景區 2002 年 
  雲嘉南濱海國家風景區 2003 年 
  西拉雅國家風景區 2005 年 
計 9 カ所 計 13 カ所 
注）2009 年 12 月 31 日現在。 

















2007 年 1 月 5 日に開通した台湾高速鉄路（台湾新幹線）による交通システムの大幅
な改善などは、現在の台湾の観光産業に大きな好影響を及ぼしたと考えられる。 
 






で、1966 年 4 月に台北市政府が最初に建設局の下に観光科を設立した。続いて、台
北県においても 1971 年に観光課が設立された。他方で、台北市と台北県以外の地方
政府で観光に関する主管機関（観光課あるいは風景特定区管理処 10））が設立され










しかし、表 10 によると、歴史的建造物数が 2 番目に多い金門県における観光主






の設立時期に関しては、1960 年代に 1 つ、1970 年代に 3 つ、1980 年代に 4 つ、1990
年代に 3 つ、2000 年代に 8 つが設立されたことから、地方政府における観光主管機
関の設立も立ち遅れていたと言える 11）。 
 
表 10 台湾の地方自治体における観光主管機関の設立年 
自治体 観光主管機関 設立年 自治体 観光主管機関 設立年 
台北市 建設局観光科 1966 年 4 月 高雄県 觀光交通処 2001 年 
高雄市 ― 不明 屏東県 建設処観光科 1997 年 8 月 
台北県 建設局観光課 1971 年 台東県 文化暨観光処 1981 年 12 月 
宜蘭県 工商旅遊処 2000 年 花蓮県 観光旅遊処 1999 年 12 月 
桃園県 観光行銷処 1989 年 澎湖県 ― 不明 
新竹県 観光旅遊処 1987 年 2 月 基隆市 ― 不明 
苗栗県 
国 際 文 化 観 光
局 
2000 年 1 月 新竹市 
観光処 2000 年 2 月 
台中県 ― 不明 台中市 新聞処観光科 1994 年* 
彰化県 
城 市暨觀 光 發
展處 
1974 年 11 月 嘉義市 
文化観光処 2001 年 1 月 
南投県 観光処 2000 年 7 月 台南市 工務局観光課 1974 年 11 月 
雲林県 ― 不明 金門県 交通旅遊局 2003 年 
嘉義県 観光旅遊局 2001 年 4 月 連江県 ― 不明 
台南県 観光旅遊処 1988 年 10 月    
注 1）2010 年 7 月 31 日作成。 
注 2）台中市の観光主管機関の設立時期に関して、現段階最も早期の資料は 1994 年分の資料し
かない。 




















第 1 項 戦後～1970 年代 
1945 年 8 月、日本の敗戦により、台湾は中国国民党に接収された。しかし、1948









「戒厳令」は、蒋介石の息子である蒋経国が死に臨む直前の 1987 年 7 月 15 日にま






































独自の文化建設が乏しかった時期であると言える（張[2007, p.29]、郭[2010, p.24]）。 
 
第 2 項 1970 年代～1980 年代 





















って、「本省人」が内閣に占める割合は 11%から 29%まで上昇した（彭[1997, p.157]）。
その後、1984 年に李登輝を副総統に任命したこと、1986 年に国民党独裁を否定し、
「民主進歩党」 15）の設立を認めたこと、および 1987 年に行なった 1947 年の 228
事件 16）後から始まり 40 年間にわたる戒厳令を解除したことに象徴されるように、
台湾社会に言論や政治参加の自由が与えられ、民主化が進み、結果的にさらなる「台
































挙の結果、李登輝が 2000 年まで総統連任となった。 






























































表 11 「大河ドラマ(NHK 番組)」撮影地・主たる舞台への訪問者数の変化 
ドラマ 撮影地・主たる舞台 放映年 3年前 2年前 1年前 放映年 1年後 2年後 3年後 
独眼流政宗 仙台市 1987年 89.4 97 100 142 102 113 120 
春日局 埼玉県川越市 1989年 99.5 104 100 134 138 135 138 
飛ぶが如く 鹿児島市 1990年 97.4 98.6 100 123 119 115 98.8 




94.1 95.1 100 120 112 113 113 
名古屋市 167 96.1 100 103 114 109 102 




103 108 100 325 243 215 255 
岩手県平泉町 101 103 100 109 104 87.1 82.4 
盛岡市 97.9 103 100 99.3 98.7 98.7 102 




111 107 100 102 91.3 99.4 104 
兵庫県姫路市 116 118 100 115 107 113 123 




95.1 97.8 100 149 116 110 105 
広島県吉田町 44.9 44.5 100 289 45.8 30.4 21.1 




91.8 96.5 100 139 105 107 107 
甲府昇仙峡地域 98.3 97.7 100 129 103 104 103 
峡東果実温泉郷 96.9 98.7 100 116 101 103 104 










































表 12 台湾の地方自治体にほけるメディアコンテンツ補助状況 
自治体 補助年 各年度補助金総予算 補助金を受けている作品（補助金額） 
台北市 
2009 年 
前期 900 万元 
蔡明亮「臉」、陳駿霖「一頁台北」、瑞
典跨国合作影片「霓虹心」、「台北飄雪」 








後期 1000 万元 未定 
台北県 2010 年 総予算 1000 万元 未定 
桃園県  検討中  
新竹県  補助金制度無  
苗栗県 2010 年 総予算 2000 万元 未定 
彰化県 2010 年 総予算 300 万元 未定 
南投県 2010 年 総予算 300 万元 未定 
雲林県  補助金制度無  
嘉義県  補助金制度無 梁修身「戀戀阿里山」 * 
台南県 2011 年 総予算 100 万元 未定 
高雄県 
2008 年 260 万元 
林靖傑「最遙遠的距離」、薛少軒「2 分
20 秒」、張作驥「爸，你好嗎」 





屏東県  補助金制度無 王小隸「酷馬」 * 
台東県 




2010 年 計画毎に 50 万 未定 
花蓮県  補助金制度無  
澎湖県 
2007 年 資料無 
「摩托車週記」、「大特寫」、小三的金
瓜雜煮」 
2009 年 資料無 「雙心石滬-愛無界」、「星光下的童話」 
2010 年 総予算 500 万元 未定 
新竹市  補助金制度無  
台中市 
2009 600 万元 
「愛你一萬年」、「近在咫尺」、「超完
美男人」 
2010 300 万元 「命運化妝師」、「就是要香戀」 
嘉義市  未実施・検討中  

















数の変化を表 13 に示した 23）。 
 
表 13 台湾の観光資源を取り入れた映画による波及効果 




1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 




1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 




2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 




2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 
61.00 66.33 100 82.00 84.35 87.26 94.57 
注 1）2010 年 7 月 31 日作成。 
注 2）表中数値は放映開始前年の訪問者数を 100 とした指数。 
注 3）「千と千尋の神隠し」は日本の映画であり、2001 年の年末から台湾で放映されたため、基







尋の神隠し」 24）を見てみると、同映画が放送された直後の 2002 年の受入観光客数
の伸び率は 42.1％、1 年後の 2003 年は 172.0％、2 年後の 2004 年は 208.4%、3 年後





レビドラマ「海豚灣戀人」である。同映画が放映された直後からその 3 年後の 2006






唯一受領した作品であるが、2005 年に放映された後は、表 13 から観察する限り、
期待された効果を及ぼしてはいないことが分かった。 




































計画」、2000 年の「21 世紀台湾開発観光新戦略」、2002 年の「観光客倍増計画」と












































的に始まるまで、台湾の文化発展は 2 つの段階に分かれている。第 1 段階は、戦後
から 1980 年代までの期間であり、台湾社会の中国化をするための「中華文化」構築
時期である。また、第 2 段階は 1980 年代から 1990 年代までであり、台湾文化の「台
湾化」および地域文化が発展する時期である。 

























































                                                   
1）1999 年、台湾各家計単位の海外旅行に関する平均支出の 1 万 2,000 元に対して、
国内旅行に関する平均支出は 9,000 元である。 
2）北京オリンピック（8 月）は当初、集客が期待されていたが、警備・入国管理の
厳格化などの影響もあり、中国への旅行需要は期待されたほど増加しなかった。北
京オリンピックが開催された 2008 年 8 月に中国を訪れた外国人旅行者数（香港、マ
カオ、台湾からの旅行者数を含む）は、前年同月比 7.0%減であった（JNTO[2009, p.3]）。 
3）それに加えて、無形文化資産である「民俗」が 55 件、「伝統芸術」が 73 件、「古
物」が 162 件、「文献」が 13 件ある。 
4）1930 年代以前に台湾のものが出品された国際的な博覧会は、パリ万国博覧会の
ほかに、1902 年のハノイ万国博覧会、1904 年のセントルイス万国博覧会、1905 年
のリエージュ万国博覧会、1910 年の日英博覧会、1911 年のイタリア国際美術博覧会、
1914 年の南洋スマラン博覧会、1915 年のパナマ太平洋国際博覧会、1922 年のマラ
ヤ・ボルネオ博覧会、1925 年の大阪万国博覧会とパリ現代装飾美術・工芸美術国際












                                                                                                                                                     
8）台湾における地域産業として、鉱業、船舶業、糖業、漁業などが紹介された。 
9）その前身は日本統治時代（1935 年 10 月）に実施された「台湾国立公園法」だと
考えられる。しかし、同法の実施が決定されたのはそれより 10 年後の 1972 年 6 月
13 日であった。 
10）当初は主に各地方にある森林遊楽区を管理するために設立された。 





13）1950 年代にアメリカの「国立肖像画美術館（Smithsonian American Art Museum）」、
「メトロポリタン美術館（Metropolitan Museum of Art））」、「ボストン美術
館 (Museum of Fine Arts, Boston) 」、「シカゴ美術館（The Art Institute of 
Chicago）」、「デ・ヤング美術館（de Young Museum）」などで開催した。 
14）1990 年に財団法人「中華文化復興運動總會」に改組され、2006 に「国家文化総
会」に、2010 年に「中華文化総会」に改名された。 
15）現在台湾で 2 番目に大きい政党である。 








                                                                                                                                                     
システムの改善、(9)台湾西海岸の堤防工程、(10)屏東―ガランビ道路の拡大建設、
(11)農業の機械化導入、(12)県市文化センターの建設。 















台として紹介している。http://www.his-j.com/dst/taiwan.htm、2013 年 11 月 15
日閲覧。http://www.nta.co.jp/kaigai/asia/taiwan/、2013 年 11 月 15 日閲覧。 
25）2010 年 5 月 13 日に台北市、2010 年 5 月 17 日に台東県、2010 年 5 月 19 日に高







































































2000 年代に起こった台湾における温泉観光の好景気の内実を分析する。続く第 2 節では、




第 1 節 台湾の温泉観光の実態 


































































































1905 年：竜田屋（関口、1929 年に関子嶺ホテルに改名。現関子嶺大旅舎） 
1915 年：洗心館、熊本屋 
1929 年：清秀館 
泰安温泉 公 1914 年：上の島温泉療養所 
知本温泉 
公 1914 年：知本温泉公衆浴場 
民 1935 年：知本台東ホテル（首藤岩喜） 



































初鹿温泉 公 1930 年：北絲閹警備員療養所 
安通温泉 公 
1930 年：玉里温泉公衆浴場 












注）上記の公営施設以外にも、軍用療養所、病院など計 24 ヶ所に温泉公衆浴場が設けられていた。 























第 2 項 観光統計データに見る台湾温泉観光の発展 
序章第 3 節で述べたように、台湾では温泉に関する学術的な研究は 1950 年代までなかっ
た。それ以降、地質学者および政府の協力による調査によって、1980 年代までに 60 数カ
所の温泉湧出口が発表された（鄭[1984, pp.52-57]）。その後、経済部工業研究院による








ある。そのなかで、烏来温泉と蘇澳冷泉がピークを迎えたのは 2001 年、清泉温泉は 2003
年、東埔温泉は 2002 年、関子嶺温泉は 2004 年、多納温泉は 2000 年である。新北市にある
烏来温泉は、日本統治以前から台湾で最も早期から原住民文化によって観光が発展した観
光地の 1 つだと言われている（謝[2005, p.178]）10）。図 13 によれば、その年間観光客数
96 
 
は 2000 年を除き、殆どの年は 1 位にランクされた。しかし、烏来温泉は 1993 年の観光客
をピークに、徐々に人気が衰えている。1996 年以降、観光客が次第に戻っているものの、
2001 年をピークに、その後観光客数の減少が観察された。2008 年の年間観光客は統計開始
年の 96 万人より少なく、60 万人台にまで減少した。また、台北県（現新北市）の金山温
泉は、集計が始まった最初の 1998 年から観光客が減少する一方である。新竹県の清泉温泉
も観光客が大きく減少したために、2007 年から観光局によって統計対象リストから完全に
外されるようになった。宝来・不老温泉は 2002 年に一度ピークを迎え、その後 2006 年にV

















































































と言われている（范[2010, pp.107−157]）。しかし、図 13 と図 14 を対照してみると、こう
した好影響は温泉観光地まで及んでいないことがわかる。2008 年までに、国内観光客の延



















第 1027000171 號函」）によれば、1996 年から 2010 年の間、台湾政府が 24 カ所の観光地の
開発計画に対し、合計 140 億 5,613 万台湾ドルを補助した。補助される 24 カ所の対象観光
地のうち、温泉観光地は 10 カ所を占めている 15）。図 15 によれば、この期間の温泉観光地
に対する補助総額をみると、上位 3 つは苗栗県の泰安温泉区（全補助総額の 8.8%）、台北
県の烏来温泉区（同 8.1%）、及び宜蘭県の蘇澳冷泉・礁溪温泉区（同 7.7%）となっている。
また、図 16 が示すように、各年度の補助金の補助対象を温泉観光地と一般観光地に分けて
みると、1996 年から 2000 年の間、温泉観光地に対する合計補助額は全体の 40％前後を占












図 15 交通部観光局の温泉観光補助予算の地域的分布と推移 
 
出所：交通部觀光局[2001]と交通部観光局回答資料「觀主字第 1027000171 號函」のデータより作成。 
 
1996年からの 15年間で、台湾政府が投資した約 140億台湾ドルの観光開発資金のうち、
温泉観光地は 79億 7,610万台湾ドルを占めていた。補助された温泉観光地 10カ所のうち、
観光局にリストアップされたのは烏来温泉区（計 11 億 0,202 万台湾ドル）、蘇澳冷泉区（礁
溪温泉区と合わせて合計 10億 5,903万台湾ドル）、清泉温泉区（計 5億 3,833万台湾ドル）、
東埔温泉区（計 8 億 9,119 万台湾）、関子嶺温泉区（計 5 億 1,905 万台湾ドル）、知本温泉































図 16 温泉観光地と一般観光地の補助額割合 
 

























pp.825-828]）。そして、政党間の商議や国会における審議を経て、翌年 2005 年の 6 月に国
会で可決され、7 月 1 日に「温泉法」が公布された。同法において、「温泉資源による観光
事業の発展」が立法の目的の 1 つと明記された17）。 
「温泉法」の制定当初、原住民文化の保護がとりわけ注目を集めていた。その理由は、
台湾の温泉の多くは原住民地区18）に分布しているためであった。図 17 を見ると、「モデル
地区」4 地区はすべて原住民地区にあり、「建設改善地区」14 カ所の中でも、9 カ所（烏来、
清泉、泰安、谷関、廬山、東埔、四重渓、知本）が原住民地区と重なっている。さらに、
主要温泉区 18 カ所のうち、北投温泉区等（馬槽温泉区、金山温泉区、関仔嶺温泉区、礁渓




化保護のために、原住民地区における温泉資源によって徴収された料金の 3 分の 1 を「中
華民国行政院原住民族綜合発展基金」に納入しなければならない。第 2 に、原住民族の生
活保護のために、原住民地区における温泉事業への従事を当該地域の原住民（個人あるい
は団体）に対して奨励すること。第 3 に、原住民族地区における温泉事業は、従業員が 10




図 17 台湾の主要温泉区及び付近の集落 
 
出所：行政院原住民族委員会サイトの「原住民族分佈」、
http://www.tipp.org.tw/formosan/tribe/tribe_detail3.jspx?id=20071210000002（2012 年 6 月 30 日閲
覧）と交通部観光局サイトの「台湾温泉地図」、http://taiwan.net.tw/pda/m1.aspx?sNo=0001035（2012













台北市 ○北投温泉区 ✔ × × 
◎馬槽温泉区 ✔ × × 
台北県 ○烏来温泉区 ✔ ○ ○ 
○金山温泉区 ✔ × × 
新竹県 ○清泉温泉区 ✔ ×  
苗栗県 ○泰安温泉区 ✔ ○ ○ 
臺中県 ○谷関温泉区 ✔ ○  
南投県 ◎奥万大温泉区 × ○ × 
○廬山温泉区 ✔ ○  
○東埔温泉区 ✔ ○  
台南県 ○関仔嶺温泉区 ✔ × × 
高雄県 ○宝来不老温泉区 ✔ ○  ○＊1 
屏東県 ○四重渓温泉区 ✔ ×  
宜蘭県 ◎仁澤温泉区 × ○ × 
○礁渓温泉区 ✔ × × 
○蘇澳冷泉温泉区 × × × 
臺東県 ◎金崙温泉区 ✔ ○ × 
○知本温泉区 ✔ ○ × 
 
注 1）高雄県が 2006 年に可決された「温泉区管理計画」は 2009 年の台風 8 号の影響で中止







央政府に補助予算を申請する形になった。2004 年から 2006 年の 3 年間に計 13 の県（市）


































アの 520 件である。続いて、北投温泉観光エリア（478 件）、馬槽温泉観光エリア（466 件）、
金山温泉観光エリア（437 件）となっている。歴史的建造物が最も乏しいのは廬山温泉観
光エリア（7 件）、奥万大温泉観光エリア（7 件）、金崙温泉観光エリア（8 件）であった。
また、各温泉観光エリアが有する歴史的建造物の時代分布（表 16）を見ると、明朝とそれ
以前のものの多くが馬槽温泉観光エリア（35 件）に含まれている。また、奥万大温泉観光




表 16  台湾主要温泉観光エリアにおける古跡・歴史建築の時代分布（単位：件） 
温泉区 
観光エリア 











     
 
 
馬槽 35 1 83 273 64 10 466 
奥万大 4 0 0 3 0 0 7 
金崙 3 2 0 0 3 0 8 
仁澤 2 0 5 8 4 0 19 
建設改善地区 
     
 
 
金山 8 1 75 293 56 4 437 
北投 10 1 86 308 68 5 478 
烏来 7 2 101 330 75 5 520 
清泉 2 0 40 52 8 1 103 
泰安 0 0 11 29 6 1 47 
谷関 2 0 3 22 0 0 27 
廬山 4 0 0 3 0 0 7 
東埔 0 0 4 5 1 1 11 
関仔嶺 2 6 17 49 8 1 83 
宝来不老 1 0 6 9 0 1 17 
四重渓 0 0 10 1 1 0 12 
知本 5 0 1 16 8 0 30 
礁渓 3 0 29 91 35 1 159 
蘇澳冷泉 1 0 18 65 16 0 100 
 



















































































































































表 17 重なる温泉観光エリアにある歴史的建造物の時代分布 
（単位：件） 
 
明朝以前 明朝 清朝 
日本統治時
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まず第 1 に、考察の結果、台湾の温泉観光地に関する開発計画の実施は 2 つの段階に分






















































第Ⅱ章第 5 節第 3 項で述べたように、1998 年に「週休二日文化遊」、2001 年に「国内旅遊
発展方案」の実施によって、台湾における文化資産が観光に利用される動きが盛んとなっ
た。 













                                                   







http://www.cca.gov.tw/main.do?method=find&checkIn=1、2010 年 7 月 31 日閲覧。 
4）中島[1930]によれば、北部の北投温泉、草山温泉、および南部の関子嶺温泉と四重渓温
泉は日本統治時代の台湾四大名泉であった（中島[1930], p.5）。 
5）1997 年 2 月 20 日に台北市に市定古跡と認定され、現在は一部を「温泉博物館」として
利用されている。 




8）中華民国交通部観光局のサイトより。http://taiwan.net.tw/、2011 年 5 月 10 日閲覧。 
9）1996 年の台風第 19 号（Sepat）は多納温泉区に（中央氣象局[1999, p.21]）、2001 年の
台風第 16 号（Nari）は馬槽温泉区と金山温泉区に（中央氣象局[2003, p.30]）、2008 年の
台風第 13 号（Sinlaku）は廬山温泉区、東埔温泉区及び宝来・不老温泉区に（中央氣象局
[2008, p.19]）観光客の減少をもたらした。 




                                                                                                                                                     
しない。 














2011 年 7 月 11 日。 
17）「温泉法」,第 1 章第 1 条より。温泉法は温泉資源の保護と持続可能な利用、国民療養
の場の提供、国民の健康の促進、観光事業の発展、公共福祉の強化等を立法の目的とする。 












22)2013 年 2 月 20 日交通部観光局へのヒアリングによる（觀技字第 103005537 號函） 












































表 18 貴重な種の分布密度が高い国 
ﾗﾝｷﾝｸﾞ 1 2 3 4 5 
国名 ｴｸｱﾄﾞﾙ ﾏﾚｰｼｱ ﾍﾟﾙｰ ｺﾛﾝﾋﾞｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 
哺乳類   361 359 515 
鳥類 1447 1200 1701 1721 1519 
両生類 358  251 407 270 
爬虫類 345 294 297 383 600 
総計 2150 1494 2610 2870 2904 
面積(km²） 283,560 329,750 1,285,220 1,138,910 1,919,440 
貴重な種の分布密度 0.758 0.453 0.203 0.252 0.151 
ﾗﾝｷﾝｸﾞ 6 7 8 9 10 
国名 ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ ｳｶﾞﾝﾀﾞ ﾎﾞﾘﾋﾞｱ ﾒｷｼｺ ｲﾝﾄﾞ 
哺乳類  311  449 350 
鳥類 1275  1250  1200 
両生類 197   282  
爬虫類    717 453 
総計 1472 311 1250 1448 2003 
面積(km²） 916,445 236,040 1,098,580 1,972,550 3,287,590 
貴重な種の分布密度 0.161 0.132 0.114 0.073 0.061 

















































する説は 2 つある。1 つは、IUCN（国際自然保護連合）が 1982 年に行った「第３回
国立公園会議」で「エコツーリズム」を議題として取り上げたのが始まりという説
である（環境省[2007a, p.398]）。もう 1 つは、メキシコの環境問題専門家である
ヘクター・セバロス・ラスクレイン(Héctor Ceballos-Lascuráin)氏が 1984 年 8 月































































































出所：薄木[1992]、敷田[1994, pp.1-15]、西川[2005, pp.47-61]、森[2001, pp. 77-91 ] 、洪[1995]、
曾と盧[2002]、曹[1995]、宋[1995a, pp.45-52]、趙[1996]、王[1995]、Fennell and 
Eagles[1990, pp.23-34]、Ceballos-Lascuráin[1984, pp.806-818]、 Kutay[1989, 







































(4)  地域マネジメント 























































































「人間特例主義パラダイム（Human Exemptionalism Paradigm: HEP）」だと批判した




























第 4 節 環境保護と地域振興の手段としてのエコツーリズム 

























第 2 項 世界と日本のエコツーリズムの取り組み 
























農林水産省は、イギリスの rural tourism、sustainable tourism、イ









1998 年 全国組織であるエコツーリズム推進協議会(JES）が設立された。 
2003 年 













2007 年 環境省「エコツーリズム推進法」を制定 
出所：環境省のサイト「自然環境局・エコツーリズムのススメ」を参考にして作成。




































節では、この 2 つの問題について述べる。 
 










にされている（ Rahman  and Wilson[1997], p.52）。しかし、Resosudarmoと
Subiman[2003, p.9]によれば、インドネシアのマングローブ林では、1970 年代から


































































































































































































                                                 
1）国際自然保護連合（IUCN, International Union for Conservation of Nature and 
Natural Resources）は、1948 年に創設された国際的な自然保護団体である。国家、
政府機関、NGO などを会員とする。本部はスイスのグランにある。日本は 1978 年に
環境庁が日本の政府機関として初めて加盟、1995 年に国家会員として加盟した。 
2）国際機関日本アセアンセンターのホームページより。









4）2005 年 7 月に登録された北海道の知床半島に関する先行研究は比較的少ないため、
本論文では知床半島を外し、屋久島と白神山地だけについて考察する。 
5）PLEA（Passive and Low Energy Architecture）は、毎年国際会議やワークショ
ップなどを行って、持続可能なアーキテクチャーおよびアーバンデザインに関する
論文を出版することに従事している組織である。 






















台湾政府が 2002 年に発表した「観光客倍増計画」の中で定めた「2008 年までに国際観
光客を 500万人誘致する」目標は、結局、2 年後の 2010年に実現した（2008年の国際観光






























































































































からもっとも離れた外側の 3 層目の円にあり、その観光活動はまた 2層目の円にある国内
観光客と同じ効果をもたらす。 
 














観光資源を開発するために 1960 年代に具体的な観光政策を定めたこと、1970 年代から開
始した海外に対するプロモーション活動なども積極的な動きだと考えられる。ただ、これ






















































て、2 つの結論を得た。第 1 に、そのあり方は「地域住民との調和を目的としなければな
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